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１ はじめに 

2025 年 7 月１日、ルビオ米国務長官は対外援助事業を担う米国国際開発庁（United 
States Agency for International Development、USAID）の事業を正式に停止すると発表

しました。トランプ米大統領による未曾有の政府部門縮小の一環として、USAID の 85％の

プログラムが削減され、残りの業務は国務省に移管されることになりました。ルビオ氏は声

明で、「慈善に基づく援助システム」の終焉をアピールしています。 
USAID はアメリカの援助のみならず、世界の人道援助を支える機関でした。国連の記録

によると、アメリカは世界の人道援助の少なくとも 38％を占める最大の援助国です。アメ

リカ政府のデータでは、2024 年の対外援助は 610 億ドルで、半分強が USAID 経由でした。

医学誌ランセットに掲載された調査報告によると、USAID 予算の大幅削減と組織解体によ

り、2030 年までに世界中で死者が 1,400 万人増える可能性があります。 
ルビオ米国務長官の発言通り、USAID 解体は「慈善に基づく援助システム」を終焉させ

ることになるのでしょうか。本稿は、USAID 解体が「慈善に基づく援助システム」の終焉

過程を「始動」したのではなく、終焉過程を「加速」したにすぎないと論じたいと思います。

つまり、USAID 解体以前から、「慈善に基づく援助システム」の終焉過程は始まっており、

開発援助システムの動向に照らすなら、USAID 解体は時流に乗った政策対応であり、トラ

ンプ政権の常軌を逸した行動として一刀両断できないことになります。その上で「慈善に基

づく援助システム」に続く、新たな援助システムの特徴と課題を述べてみたいと思います。 
 
２ USAID 解体が開発援助システムを終焉させる？ 

そもそもルビオ米国務長官の言う「慈善に基づく援助システム」とは何のことでしょうか。

国際社会では、開発途上国の社会・経済の開発を支援するため、政府をはじめ、国際機関、

NGO、民間企業などさまざまな組織や団体が経済協力を行っています。これらの経済協力

のうち、政府が開発途上国に行う資金や技術の協力を「政府開発援助（Official Development 
Assistance、ODA）」といいます。ODA には、大別して、返済を求めない「贈与」と、民間

金融機関よりも緩やかな融資条件による貸付の「借款（有償資金協力）」の 2 種類がありま

す。ルビオ米国務長官の言う「慈善に基づく援助システム」とは、経済協力全体ではなく、

ODA（特に、贈与）を中心とする援助システムを想定していたと思われます。 

https://jp.reuters.com/world/us/3FR7IUESMFJIFAMC653RNDXPQA-2025-07-02/%EF%BC%9Bhttps:/www.afpbb.com/articles/-/3586629
https://jp.reuters.com/world/us/3FR7IUESMFJIFAMC653RNDXPQA-2025-07-02/%EF%BC%9Bhttps:/www.afpbb.com/articles/-/3586629
https://www.jica.go.jp/Resource/about/report/2020/ku57pq00002mxqfe-att/J_05.pdf
https://www.jica.go.jp/Resource/about/report/2020/ku57pq00002mxqfe-att/J_05.pdf
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ODA という概念は、開発援助委員会（Development Assistance Committee、DAC）が

発明したものです。DAC とは、1961 年、西側先進諸国を加盟国として、良質な経済援助の

増大を推奨するために創設された機関です。DAC は、「慈善」や「恵まれない人々への道徳

的義務」などの価値観に基づき、良質な経済援助の理念や原則を打ち出してきました。借款

よりも贈与という援助形態が望ましい、援助は貿易や投資などの商業領域に踏み込むもの

であってはならない、などです 1。これら条件を満たす ODA は、DAC が発明した良質な

経済援助の象徴でした。 
DAC は次々に行動原則や基準を掲げるとともに、加盟国の経済援助動向を相互評価する

こと（Peer Review）によって、緩やかに加盟国の行動を導くことを目指しました。例えば、

ODA 規模、ODA 対 GNI 比率、多国間援助比率、贈与比率、アンタイド比率、対最貧国 ODA
配分比率、最優先目的としての貧困削減、などです。DAC 加盟国は、これら行動基準に基

づき、ODA の質を改善し、量を増大させ、世界各国の貧困削減に貢献してきました 2。そ

して 2023 年には、ODA 総額は 2,292 億米ドルに達し、史上最高を記録したのです。 
 しかしながら、ODA 総額は、2023 年にピークを迎えた後、2024 年には削減傾向に転じ、

2025 年には大幅に削減されることになりました。2026 年 4 月に発表された OECD の暫定

予測によると、2025 年の DAC 諸国の ODA 総額は、対前年比 23.1％減額の 1,743 億米ド

ルとなり、ODA の歴史上最大の年間削減幅を記録したのです。 
 この ODA 総額の記録的な減額は、主要 5 カ国の削減によって引き起こされました。34
の DAC 加盟国のうち 26 カ国が ODA を削減したのですが、上位 5 カ国（フランス、ドイ

ツ、日本、英国、米国）だけで、2025 年の ODA の減少総額の 95.7%を占めました。アメ

リカ単独で減少分の 4 分の 3（75.1％）を占め、その ODA 総額は 56.9％減少しました。そ

してドイツ（－17.4%）、フランス（－10.9%）、英国（－10.8%）、日本（－5.6%）も大幅な

削減を報告しました。これら 5 カ国が同時に ODA を削減したのは、2025 年が初めてです。 
このことは、USAID 解体とアメリカの ODA 大幅削減を契機として、「ODA 削減ドミノ」

が発生し、「慈善に基づく援助システム」が大幅に縮減に向かうことになるという印象を

我々に与えます。 
 
３ 開発援助システムはすでに終焉に向かっていた 

しかし実際には、USAID 解体以前から、「慈善に基づく援助システム」を支える主要援助

国は、ODA から撤退する準備を着々と始めていました。 
2020 年代に入ると、西ヨーロッパ諸国は、極右政党の台頭を背景に、次々と ODA を大

幅に削減するようになりました。ドイツは、2023 年まで世界第 2 位のトップ・ドナーでし

 
1 Emma Mawdsley, From Recipients to Donors: Emerging Powers and the Changing Development 
Landscape, (Zed Books, 2012), pp. 151-153.  
2 David H. Lumsdaine, Moral Vision in International Politics: The Foreign Aid Regime, 1949-1989, 
(Princeton University Press, 1993), p. 230. 

https://www.oecd.org/en/data/insights/data-explainers/2026/04/a-historic-decline-in-foreign-aid-preliminary-2025-oda-data.html
https://one.oecd.org/document/DCD(2026)8/en/pdf
https://one.oecd.org/document/DCD(2026)8/en/pdf
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCD061H80W5A300C2000000/
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たが、ODA 削減に着手するようになりました。2022 年には対 GNI 比 0.85%の ODA を提

供していましたが、2023 年には 0.79%、2024 年には 0.7%に減少しました。 
イギリスは、ODA の GNI 比 0.7%の実現という国際目標を 2013 年から 2020 年まで達

成してきましたが、2021 年から 2023 年は GNI 比 0.5％台となりました。また、2025 年 2
月には、防衛費引き上げに伴い、ODA 予算を 2027 年までに対 GNI 比 0.5％から 0.3％に

まで削減する計画を発表しました。 
フランスは 2024 年 2 月に ODA 予算を 13％（7.4 億ユーロ）削減し、2024 年 9 月、2025

年予算ではさらに 10 億ユーロ削減すると発表しました。 
スウェーデンは、長年 ODA 対 GNI 比 1.0％目標を堅持してきましたが、2022 年に誕生

した保守連合政権は、この目標を破棄し、2023 年から 2026 年までの間、ODA 予算を 560 
億クローナに固定する方針を掲げました。2023 年の ODA の対 GNI 比は 0.91％であり、 
対 GNI 比は今後も下落していくことが推定されます。 
オランダは、連立政権発足にあたる合意（2024 年 5 月）の中で、ODA を 2025 年には 3

億ユーロ削減、2026 年には 5 億ユーロ削減、2027 年には 27 億ユーロ削減することを発

表しました。2023 年に、0.66％であったオランダの ODA の対 GNI 比は、2027 年には

0.46％程度に下落するとみられています。 
 
４ 開発援助システムの新たな動き 

開発金融における状況変化からも、ODA の相対的地位の低下は明らかです。ここでは、

開発金融における主な変化を５つ取り上げてみたいと思います。 
第一に、ドナーが拡大したことです。1990 年代半ば以降、チェコなどの中東欧諸国が、

2010 年には韓国が DAC に加盟しました。また中国、インド、湾岸諸国などの国々は DAC
の加盟国ではありませんが、主に譲許的融資や大規模なインフラ投資を通じて、重要な開発

資金提供者として台頭しています。そして、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団（Bill & Melinda 
Gates Foundation）などの慈善財団も、世界的な開発の舞台において相当な影響力を獲得

しています。これらは保健、教育、気候変動関連活動などの分野に多額の資金を拠出してい

ます。 
第二に、ODA の基準が変化したことです。2010 年代に入り、DAC は ODA の範囲を拡

大し、開発途上国の民間企業を対象とした融資、保証、株式投資などの「民間セクター・イ

ンストゥルメント」（Private Sector Instrument、PSI）を ODA に含めることにしました。

その結果、開発金融における民間セクターの役割が拡大されました。  
第三に、「その他の公的資金（OOF）」の増加です。OOF は、ODA と同様に政府機関が主

要な担い手なのですが、ODA 要件を満たさない開発資金です。OOF には、インフラを支援

する商業目的の融資や助成金などの手段が含まれます。具体的には、援助国側の請負業者と

結びついたプロジェクトや、援助と見なされるほど条件が優遇されていない譲許的融資な

どがこれに相当します。 

https://www.tufs.ac.jp/asc/information/oda.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/100900940.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/article/thinklobbyjournal/3/0/3_37/_html/-char/ja
https://www.jstage.jst.go.jp/article/thinklobbyjournal/3/0/3_37/_html/-char/ja
https://doi.org/10.60194/thinklobbyjournal.3.0_37
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
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第四に、開発資金の多様化、ブレンド化です。ODA に類似した特性を持つ支援が、複雑

なマルチステークホルダーの仕組みを通じて提供されるケースが増えています。例えば、

Gavi アライアンス（Gavi, the Vaccine Alliance）は、2000 年の設立以来、低所得国におけ

る予防接種プログラムを支援するために、数十億ドルを拠出してきました。その資金調達モ

デルは、二国間・多国間のドナー、民間財団、製薬業界からの拠出金を組み合わせた「ブレ

ンド・ファイナンス」（Blended Finance）を体現するものとなっています。 
第五に、移民労働者が出身国の家族に送る資金の増大です。海外送金は、低・中所得国に

とって最大の対外資金源であり、外国直接投資（FDI）や ODA を上回るようになりました

3。世界銀行（2024）の推計によると、これらの国々への送金額は 2024 年だけで 6,000 億

米ドル以上に達すると予測されています。  
つまり ODA は、今なお国際開発協力における中心的な基準として機能し続けているもの

の、ODA はますます多様化・複雑化する国際資金の流れの全体像における一要素にすぎな

くなったといえるのです。 
 

５ おわりに―「ポスト ODA 時代」の課題 
本稿は、USAID の解体が、ODA を中心とする「慈善に基づく援助システム」の終焉過程

を加速させたにすぎないことを論じてきました。USAID が解体される以前から、「慈善に

基づく援助システム」は徐々に終焉に向かっており、USAID 解体はその流れを加速したに

すぎないのです。トランプ政権による性急で強権的な手法が注目を集め、USAID 解体とそ

れに伴うアメリカ経済援助の大幅縮小は、トランプ政権の無自覚や無責任によるものと理

解されがちです。しかし第二次トランプ政権が成立していなかったとしても、USAID はい

ずれ機能を大幅に縮小され、アメリカの経済援助も大幅削減に向かったであろうと思われ

ます。トランプ政権はその時期を早めたに過ぎないのです。多くの諸国が国益優先に回帰し、

ポスト ODA 時代に備えて、援助から投資へと主な手段をシフトし、開発資金を多様化させ

ています。アメリカが提供してくれていた公共財に、これまで世界各国は「ただ乗り」（free-
ride）してきたと言われても文句は言えません。アメリカの国際的な地位が相対的に低下す

る中、アメリカが主要援助国の動きに追随することを、一義的に責めることはできないので

はないでしょうか。 
我々はすでに、「ポスト ODA 時代」の只中にいます。今後数年間の間に、ODA の重要性

がより一層低下していくことは必至です。しかしそのことが、援助システムそのものを消滅

させるわけではありません。開発金融は多様化し、すでに GAVI アライアンスなどの多様な

資金調達の仕組みが生まれています。但し、これらの多くは、個別目的に限定した取り組み

であったり、暫定的な仕組みであったりします。本来、国際開発に関連する問題はいつどこ

 
3 “Figure 3, Panel (a): World,” in Raymond Gaspar and Sudyumna Dahal, under the guidance of 
Kanni Wignaraja and Philip Schellekens, Beyond Borders: How Remittances Are Reshaping Asia-
Pacific Economies, (UNDP, January 2025), p. 4. 

https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
https://onlinelibrary.wiley.com/doi/epdf/10.1111/1758-5899.70116
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で発生するか、どのような形で表出するのかわからないものです。問題が発生してから対応

することの重要性は言うまでもありませんが、深刻で重大な問題が発生しないように、ある

いは何らかの問題が発生しても、即刻、危機に直結しないように、途上国の開発問題全般に

日常的に取り組む、恒久的な仕組みを備えておくことが不可欠ではないでしょうか。 
「ポスト ODA 時代」において、多様な資金の流れを生かす国際開発ガバナンスとはいか

なるものでしょうか。新たなガバナンスの中で ODA に求められる役割とはどのようなもの

でしょうか。国際開発ガバナンスの構造や機能について活発な議論が交わされるようにな

ることが期待されます。 


